
　また、隊員としての活動中は悩みが尽きません。橋本さんた
ちも同様だったといいます。隊員個人が抱える課題は共通して
いることも多く、ネットワークとしてその課題をお互い話し合
い、交流することで、隊員自身が課題解決の光を見出すことが
できるのではないかと考えています。立ち上げメンバーのみな
さんも同期の協力隊にとても支えてもらったと感じており、隊
員の交流の機会を作り、ネットワークも隊員の方々と一緒に成
長していけたらと考えています。
　橋本さんは「他県でも卒業生が団体をつくり、隊員への相談
や研修を行っている例があります。和歌山県でもネットワーク
が発展すれば、隊員や地域の活動をますます活かせるようにな
るのではないかと思います」と期待を寄せています。
　コロナ禍の影響で、活動が停滞している隊員もいるものと予
想されます。ネットワークを通じた隊員同士の交流により、コ
ロナ禍や次の時代の活動のアイデアが生まれることも期待して
います。橋本さんは「今後の現役地域おこし協力隊とネットワー
クに注目してほしい」と熱く語ってくれました。

★地域おこし協力隊について
　地域おこし協力隊は、田舎暮らしや社会貢献活動に関心のある都市住民
が、移住して地域課題解決のための活動を行い、その地域への定着を図る
取組です。平成 21 年度から地域おこし協力隊の制度がはじまって令和 3 年
度までの間、和歌山県ではこれまで 113 人の地域おこし協力隊が着任しま
した。また、県内 30 市町村のうち 22 の市町村で採用され、県内各地で地
域おこし協力隊が活躍しています。（今年 3月 31 日現在）

　県内各地で活躍している「地域おこし協力隊」。いま、協力
隊のネットワークを構築しようという動きがあります。由良町
の地域おこし協力隊として約 3 年間活動されてきた橋本美奈さ
んにお聞きしました。

由良町初の地域おこし協力隊員として
　橋本さんは大阪府出身。縁もゆかりもない由良町に同町初の
地域おこし協力隊として移住。「地域の人が主役になる」とい
うコンセプトで活動をしていました。
　例えば、地域の農家や JA とともに、ゆら早生みかんや八朔、
地域の魅力を PR する動画を作り、都市部のスーパーの売場で
流して、ひとりでも多くの方に商品を手に取ってもらえるよう
な活動を行いました。ま
た、みかん農家と一緒に、
都会の子どもたちに向け
て八朔ができるまでを動
画で配信するなど、地域
とつなぐ学習プログラム
の構築にも挑戦したそう
です。

ネットワークの立ち上げに向けて
　橋本さんは現在、地域おこし協力隊の卒業生の 6 名と一緒に
地域おこし協力隊のネットワークの立ち上げを進めています。
　ネットワークの役割は、現役の地域おこし協力隊のサポート
と、同制度を活用したいと考えている自治体のサポートの 2 つ
を想定しています。制度をはじめて採用する地域や、協力隊へ
の応募を検討している方にとって、経験者の体験や知見は新た
な挑戦に欠かせないものだと考えているからです。

地域おこし協力隊員を支える
　橋本さんたちは、和歌山県内の地域おこし協力隊の制度や活
動の認知度や理解度が、他の都道府県に比べて低いと感じてい
るそうです。現役の隊員それぞれも日々自身の活動について情
報発信をしていますが、ネットワークとしても発信することで、
現役の協力隊の力になるのではと考えられています。

★ 日程は新型コロナウイルス感染症の情勢等により、変更になることがあります。必ずご予約ください。
★ オンラインによるご相談、概ね 5名以上のグループを対象とした出張NPO相談も実施しています。

■NPO交流会
　「多様な力による地域活性化」と題し、NPO や起業等様々な

分野で活躍する女性のみなさんを招いたディスカッションと交

流を行います。

【日　時】11 月 13 日（日）13:30 ～ 16:00

【場　所】和歌山県民文化会館 102 会議室／ ZOOMオンライン

【講　師】岡 京子さん（公益財団法人わかやま産業振興財団 マ

　　　　  ネージャー）

【登壇者】楠部 睦美さん（有田川女子会UP Girls）、熊野 幸代さ

　　　　  ん（椿温泉旅館しらさぎ）、瀬戸山 江理さん（黒江ぬ

　　　　 りもの館）、貫名 茜さん（NPO 法人ホッピング）

【ファシリテーター】志場 久起（和歌山県 NPO サ

　　　　　  ポートセンター・センター長）

【定　員】会場 15 名／ ZOOM 30 名

【参加費】無料（事前にお申し込みくださ

　　　　  い。QRコードからも申し込み

　　　　  可能です）

■NPO基礎講座「初級者のための
やさしく学ぶNPO会計の基本」

　現金主義と発生主義、単式簿記と複式簿記、NPO 法人の事業

費と管理費の違いや按分など、NPO 法人会計基準を理解するう

えで欠かせない基本的な事項をご紹介します。

【日　時】11 月 25 日（金）13:30 ～ 15:00

【場　所】和歌山ビッグ愛 9階会議室 C／ ZOOMオンライン
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和歌山県NPO・ボランティア情報紙 わか愛愛

発行・編集　和歌山県NPOサポートセンター（指定管理者：NPO法人わかやまNPOセンター）

和歌山県環境生活部 県民局 県民生活課 県民活動団体室
（和歌山県庁本館 2F）

TEL：073-441-2053　　FAX：073-433-1771
メール：e0313002@pref.wakayama.lg.jp
URL：https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031300/npo/

[ 本紙は古紙再生率 70％以上の再生紙を使用しています ]

和歌山県NPOサポートセンター （県民交流プラザ和歌山ビッグ愛9F）
TEL：073-435-5424　　FAX：073-435-5425
メール：info@wakayama-npo.jp　URL：https://www.wakayama-npo.jp/
受付時間：火曜日～土曜日　9:00 ～ 20:50
　　　　　日曜日　9:00 ～ 17:30
休館日：月曜日・祝祭日・年末年始（12/29 ～ 1/3）
【指定管理者：認定特定非営利活動法人わかやまNPOセンター】

NPO に関するご相談は
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TA K E  F R E E橋本市市民活動サポートセンター
■相談日：原則毎月第 2水曜日の 10 時～ 16 時
■場　所：橋本市保健福祉センター 2F
■相談予約電話番号：0736-33-0088　FAX：0736-33-0095
■対　象：原則として橋本市内に拠点を置き活動中、または活
　　　　　動しようとする団体

田辺市市民活動センター
■相談日：原則毎月第 2金曜日の 10 時半～ 16 時
■場　所：田辺市民総合センター 2F
■相談予約電話番号：0739-26-9833（FAX 同番号）
■対　象：田辺市を中心とした紀南エリアで活動中、または活 
　　　　　動しようとする団体

各種相談のご案内

和歌山県 NPO サポートセンターからのお知らせ

わかやま地域おこし協力隊ネットワーク
https://w-tok.net/

■ 田辺市・橋本市での出張相談について（要予約・無料）
　和歌山県 NPO サポートセンターでは以下の 2 カ所で出張相談を行っています。ご希望の方は各センターへお電話でご予約くださ
い。なお、1件あたりの相談時間は 1時間以内とさせていただいています。

【対　象】和歌山県内のNPO・ボランティ

　　　　  ア団体のみなさん

【参加費】無料（事前にお申し込みくださ

　　　　  い。QRコードからも申し込み

　　　　  可能です）

【講　師】藤田 精二（和歌山県NPOサポー

　　　　 トセンタースタッフ）

【定　員】会場 15 名／ ZOOM 15 名

※全ての講座、交流会は、新型コロナウイルスの感染拡大状況

　により、開催方法を変更・中止する場合があります。

■新・県内市民活動団体データベースへの登録
を引き続き受け付けています
　和歌山県 NPO ホームページ「わかやま NPO 広場」に設けて

います「県内市民活動団体データベース」の完全リニューアル

に際し、多くのご協力をいただき、ありがとうございます。

　新データベースへの団体情報の登録は随時受け付けていま

す。まだ登録されていないみなさん、ぜひご登録ください。

　現在、和歌山県 NPO ホームページ「わかやま NPO 広場」

（https://www.wakayama-npo.jp/）のトップページ最下部にオ

ンライン入力用のリンクを設置していますので、こちらをご利

用ください（2022 年 12 月頃まで設置予定）。Word ファイルで

の入力をご希望の方はメール（info@wakayama-npo.jp）でお

知らせください。

地域おこし協力隊時代の橋本さん（右）地域おこし協力隊時代の橋本さん（右）

ネットワークの打ち合わせの様子ネットワークの打ち合わせの様子



助成金 & 公募情報
JR 西日本あんしん社会財団 2023 年度公募助成
【対象団体】　近畿 2 府 4 県に拠点のある非営利民間団体で、同  
　　　　　　エリアで活動を行う団体で 1 年以上の活動実績の
　　　　　　ある団体（特別枠は例外あり）。
【対象活動】　① 事故、災害や不測の事態に対する備えに関する
　　　　　　活動、② 事故、災害や不測の事態が起こった後の
　　　　　　心身のケアに関する活動、③ 事故、災害等の風化
　　　　　　防止に関する活動、④ 【特別枠】西日本豪雨による
　　　　　　災害に関する被災地・被災者支援活動
【助成金額】　1件あたり 50 万円以下（助成総額 3,000 万円程度）
【締め切り】　11 月 15 日（火）
【主　　催】　公益財団法人 JR 西日本あんしん社会財団
　詳しくはウェブサイトをご覧ください。
　https://www.jrw-relief-f.or.jp/

子どもゆめ基金
【対象団体】　青少年教育に関する活動をおこなう社団・財団法
　　　　　　人、NPO法人、法人格を有しない地域のグループ
【対象活動】　子供向けの体験活動、読書活動、教材開発・普及
　　　　　　活動等
【助成金額】　全国規模の活動… 600 万円、都道府県域の活動…
　　　　　　200 万円、市区町村域の活動…100 万円
　　　　　　※活動実績がない団体については上限額の半額
【受付期間】　一次募集 2022 年 10 月 1日（土）～ 11 月 29 日（火）17 時
　　　　　　二次募集 2023 年 5月 1日（月）～ 6月 27 日（火）17 時
【主　　催】　独立行政法人国立青少年教育振興機構
　詳しくはウェブサイトをご覧ください。
　https://yumekikin.niye.go.jp/jyosei/

ニッセイ財団2023年度「児童・少年の健全育成助成」
【対象団体】　常時 10 名以上の構成員を擁する、活動実績 1年
　　　　　　以上の下記対象活動をおこなっている団体
【対象活動】　① 自然と親しむ活動、② 異年齢・異世代交流活動、
　　　　　　③ 子育て支援活動、④ 療育支援活動、⑤ フリース
　　　　　　クール活動
【助成内容】　活動になくてはならない物品で、子供たち自らが
　　　　　　主体的・継続的に共有して活用できる物品の購入
　　　　　　費用として１団体 30 ～ 60 万円
【受付期間】　11 月 21 日（月）17:45 必着
【主　　催】　公益財団法人日本生命財団

　　　　　　なお、申請書類については、和歌山県庁青少年・
　　　　　　男女共同参画課に郵送もしくは電子メールで提出
　　　　　　してください。
　詳しくは同課ウェブサイトをご覧ください。
　https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031400/d00205227.html

ニッセイ財団 2023 年度「生き生きシニア」活動顕彰
【対象団体】　高齢者が主体となり、継続して月 1 回以上の地域
　　　　　　貢献活動に取り組んでおり、今後とも安定した活
　　　　　　動が見込まれる民間の団体。
【対象活動】　① 児童・少年の健全育成活動、② 障害者支援活動、
　　　　　　③ 高齢者支援活動、④ 地域づくり活動
【助成金額】　1団体 5万円
【受付期間】　11 月 21 日（月）消印有効
【主　　催】　公益財団法人日本生命財団
　　　　　　なお、申請書類については、和歌山県庁福祉保健
　　　　　　部長寿社会課に郵送もしくは電子メールで提出し
　　　　　　てください。
　詳しくは同財団ウェブサイトをご覧ください。
　http://www.nihonseimei-zaidan.or.jp/

和歌山県国際交流センターからのお知らせ
　所蔵図書の入れ替えに伴い、余剰となった児童書を希望する
NPO・ボランティア団体にお分けします。なお、応募多数の場
合は抽選となります。
【対象図書】児童書 80 冊あまり　【締め切り】11 月 30 日（水）
【問い合わせ・申込み 】　和歌山県国際交流センター（073-435-
5243、電子メールwa-world@wixas.or.jp）

▶ 情報盛りだくさん！ブログはこちらから。
　https://blog.canpan.info/wnc/
　右のQRコードからもアクセスできます。
▶ 毎月 2回発行のメールマガジンは 右の QR コー
　ドから配信登録可能です。また、info＠wakaya
　ma-npo.jp へ配信先メールアドレスをお知らせ
　いただく形でも受け付けています。
　みなさんからの情報もお待ちしています！

　今年 10 月に「労働者協同組合法」が施行され、組合員の出資により「協同労働」をおこなう組合を設立することが
できるようになりました。にわかに注目を集めているこの制度についてご紹介します。

「労働者協同組合法」ってなに？

労働者協同組合の基本原理と特徴
　法律では、労働者協同組合（以下「組合」）の基本原理と

して「組合員が出資すること」「その事業を行うに当たり組

合員の意見が適切に反映されること」「組合員が組合のおこ

なう事業に従事すること 」の 3 つを定め、「持続可能で活力

ある地域社会に資する事業をおこなう」ことを求めています。

　つまり「みんなで一緒に合意形成を図りながら働くこと」

を原則とし、そのために必要な初期経費はみんなが出資する

ことでまかない、地域のためになる活動をおこなうこと、と

なります。

　いっけん NPO 法人に似ているようにも見えますが、NPO

法人は出資を受け入れませんし、必ずしも給与を得る職員を

おかなければならないということでもありません。これに対

して、組合はあくまで「労働」を目的とした組織となります。

労働者協同組合とNPO法人の違い
　組合とNPO法人では制度上、いくつかの違いがみられます。

主なものをみていきます。

●構成員の数と出資
　組合は 3 名以上の発起人が必要です。NPO 法人は発起人は

必ずしも必要ではありませんが、設立時には 10 名以上の社

員が必要です。また、組合に参加するには、1 口以上の出資

が必要です。ただし原則として出資総口数の 25/100 を超え

る口数の出資はできません。

　NPO 法人は会費を集めることはできますが、出資を募るこ

とはできません。

●設立要件
　組合は設立総会を開き組合設立の意思を確認し、法律で定

める書類を整え、組合員から 1 回目の出資金の払い込みをし

てもらえば、法務局で設立登記が可能です。

　NPO 法人は設立総会を開き法人設立の意思を確認し、法律

で定める書類を整え、所轄庁での認証を得た後で法務局で設

立登記ができます。

　比較すると、組合のほうがスピーディに設立できるといえ

ます。

●役員の人数等
　組合は理事と監事を置きます。理事は 3 名以上で任期は 2

年以内で定款で定める期間、監事は 1 名以上で任期は 4 年以

内で定款で定める期間で、再任は可能です。なお組合員が 20

名を下回る場合は監事を置かず「組合員監査会」に代えるこ

特集

とができます。

　NPO 法人も理事と監事を置きます。理事は 3 名以上、監事

は 1 名以上で、任期はともに 2 年以内で定款で定める期間で

す。再任も可能です。こちらは組織の大小にかかわらず監事

を置かなければなりません。

●意思決定機関
　組合は総会が最高意思決定機関、理事会が組合の業務執行

に関する決定権を有します。なお組合員総数が 200 人を超え

る場合は、組合員の代表として「総代」を一定数選出し、総

代が集まる「総代会」を総会の代わりとすることができます。

　NPO 法人も総会が最高意思決定機関、理事会が法人の業務

執行に関する決定権を有します。NPO 法人は社員の総数の大

小に関わらず総会が最高意思決定機関となります。

●事業従事の人数要件
　組合は総組合員数の 4/5 以上が組合の行う事業に従事する

こと、組合の行う事業に従事する者の 3/4 以上は組合員でな

ければならないという規定があります。

　一方、NPO 法人に関しては、そこまで厳密な制限はありま

せん。組合は組合員で一緒に労働することを原則としている

ため、このような人数要件が定められています。

●剰余金の扱い
　組合は事業年度終了後に剰余金が発生した場合はその 1/10

以上を準備金として、1/20 以上を就労創出等積立金・教育繰

越金としてそれぞれ積み立てることが義務付けられていま

す。準備金は損失の補填等に、就労創出等積立金は事業拡大

等に、教育繰越金は組合員の知識向上のため等に使うことが

想定されています。それらの積み立て等が終わった後の剰余

金は組合員が組合の事業に従事した程度に応じて配当するこ

とが認められています。

　一方、NPO 法人は事業年度終了後の剰余金は構成員による

分配はできず、全額を翌事業年度に繰り越すこととなります。

　

●課税
　組合は原則としてすべての所得に法人税が課税されるほ

か、資本等の金額や従業員数に応じて法人住民税の均等割の

金額も変わります。

　なお、剰余金の配当をおこなわないことなどを定款で定め

た組合は「特定労働者協同組合」として、法人税法に定める

収益事業により生じた所得への課税となります。これは NPO

法人の課税原則と変わりません。

新規設立 NPO 法人 
◎NPO法人紀南食事塾（上富田町）
　2022 年 9 月 14 日認証　代表者　宮田 直美
　　高齢者等を対象とした摂食指導をおこないます。  

NPO法人から組合への移行も
　今回法制化された「労働者協同組合」のなかには、これま

では NPO 法人など別の法人格で活動をおこなっていた組織

も一定数あることから、今年 10 月から 3 年間に限り、NPO

法人等から組合への移行に関する経過措置があります。これ

により、例えば NPO 法人を解散せずに組合に組織変更する

ことが認められています。

　◆　　　　◆　　　　◆

　現在、和歌山県内のNPO法人のなかで、「労働者協同組合」

に準じた活動をおこなっている団体はほとんどないとみられ

ますが、今後の地域づくりの担い手として、NPO 法人や一般

社団法人にないメリットをもつ「労働者協同組合」の制度は

今後和歌山県内でも普及が期待できます。

【詳細はこちらをご覧ください】
　厚生労働省 労働者協同組合法特設サイト

　https://www.roukyouhou.mhlw.go.jp/

　和歌山県の窓口は、労働政策課労政福祉班となります。

　https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/060600/d00210877.html

　TEL　073-441-2793　FAX　073-422-5004
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